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 日本疫学会の機関誌 Journal of Epidemiology は、たばこ産業等から資金提供を受けた研

究を投稿論文として受理しないことを決定した 1。この決定は、保健医療の発展と国民の健

康の増進を図る目的に照らして、日本疫学会が集団におけるたばこ起因疾患および死亡を

予防する責務を負っているという認識に基づくものである。 

 たばこは、疾患および死亡の単一原因として最大のものである 2,3。その科学的証拠が蓄

積する過程において、たばこ産業は組織的かつ戦略的な干渉、歪曲、不正をしてきた 4-8。

特に、受動喫煙の健康影響に関して、たばこ産業は自ら研究を組織し、事実に反する結果

を科学論文として公表してきた 9,10。また、たばこ産業は、国際がん研究機関（International 

Agency for Research on Cancer）が実施した受動喫煙と肺がんに関する研究の公表に干渉

し、事実を歪曲する報道がなされるよう誘導してきた 6,11。米国対がん協会（American 

Cancer Society）がカリフォルニア州で実施したコホート研究 Cancer Prevention Study

では、たばこ産業と経済的関係のある著者が、利益相反（COI）の開示ルールに形式的に従

った上で、曝露群と非曝露群の比較可能性がないデータセットを用いて、受動喫煙と疾患

との関連がないことを報告した 12,13。Cancer Prevention Study の適切なデータセットを用

いた解析では、受動喫煙と疾患との有意な関連が報告されている 14。これらの証拠は、たば

こ産業による科学への干渉、歪曲、不正が、COI の開示や通常の査読プロセスでは検出で

きない形で行われていることを示している 15,16。たばこ産業のこれらの姿勢は、受動喫煙の

健康影響が科学的に確立した現在においても変わっていない 17。 

 受動喫煙（環境たばこ煙）は、2004 年に国際がん研究機関により「ヒトに対して発がん

性がある（グループ 1）」と認定されている 18。屋内の受動喫煙と、肺がん、虚血性心疾患、

脳卒中、小児の呼吸器疾患、乳幼児突然死症候群などとの因果関係は、国際機関や政府機

関の包括的評価によって科学的に確立している 19-21。日本のたばこ産業（日本たばこ産業株

式会社）は、これらの科学的事実について一般に情報提供することなく、受動喫煙と疾病

との関連が立証されていないという主張を公表し続けている 22。さらに、屋内の受動喫煙を

防止するための法整備に対して組織的な反対運動を扇動し続けている 23,24。日本のたばこ産

業は、日本の受動喫煙の健康被害を示したメタアナリシス研究に対して 25、2 つの疫学的方

法論の文献を引用し 26,27、メタアナリシスが単一の研究より証拠レベルが低いかのように主

張した 28。しかし、引用された 2 つの文献は、適切な方法論に沿ったメタアナリシスの重

要性を強調する論旨で書かれており 26,27、彼らの主張を支持する論拠とはなっていない。彼
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らの主張にその他の多くの科学的誤りがあることは、国立がん研究センターにより明確に

反論されている 29。 

 これらの事実は、たばこ産業が、疾患および死亡の最大の原因である製品を製造、販売

し、かつ科学や学術活動を装ってその健康被害に関する誤った認識を広めてきたことを示

している。この点にたばこ産業の特殊性があり、British Medical Journal およびそのグル

ープ誌（Thorax, Heart, BMJ Open, Tobacco Control）17、American Journal of Respiratory 

and Critical Care Medicine（米国胸部学会誌）30, PLoS Medicine およびそのグループ誌

（PLoS One and PLoS Biology）31、British Journal of Cancer32、Cancer Science（日本

癌学会機関誌）33、日本公衆衛生雑誌 34など多くの医学系学術誌が、その決定が科学的態度

に反することを認めた上であえて、たばこ産業から資金提供を受けた論文投稿を受理しな

い決定をした根拠がある 17,35。日本疫学会もまた、同様の根拠に基づいて、たばこ産業等か

ら資金提供を受けた研究を投稿論文として受理しないことを決定した 1。この決定は、疫学

とたばこ産業との関連の歴史、たばこの健康影響の大きさ、社会情勢、優先度等を総合的

に勘案して行われた。この決定を通じて日本疫学会は、学術誌がたばこ産業に利用されて

はならない、という価値観を表明するものである。日本疫学会は、今後の疫学を取り巻く

社会情勢の変化に応じて、たばこ産業を含めた社会との関係性について継続的に検討する。 
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